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Ⅰ は じ め に
本研究を進めて行く上ための基礎として，幼・保一体化と地域連携とのかかわりについて５
つの視点をふまえつつ考察を行うこととした。５つの視点の概略は以下の通りである。
〔視点１：保育及び幼児教育政策と地方自治体との関わり〕
実際の保育活動や幼児教育の展開を考察する基礎には，その国の保育及び教育政策としての
性格や方向性が大きな柱になる。わが国でいえば，例えば，少子化社会対策法や次世代育成支
援推進法の立法化や，中央教育審議会答申や社会方針審議会答申を受けて各省庁の種々の施策
が決定し，それを受けて各自治体が具体化を図ることになる。地域の特質や実態を踏まえて細
案化し，最終的には保育所及び幼稚園個々が計画の具現と活動の実際を担う流れになっている。
このように，わが国場合は，保育活動や幼児教育の政策決定から具現化までの流れは上意下達
の傾向が見られる。
〔視点２：社会的ニーズに如何に応えるかということ〕
１９９０年代以降，わが国では少子高齢化対策や男女共同参画社会による女性の社会進出の促進
というキーワードのもとに，保育や幼児教育へのサービス向上が強く求められるようになって
きた。このような視点，つまり，社会的ニーズに如何に対応するか，保育サービスの範囲の多
様さに如何に応えるかという課題は，我が国においても，調査を行ったフィンランドにも共有
する部分ではないかと捉えた。
〔視点３：保育機関及び幼児教育機関の実際とその効果〕
我が国を例に取ると，保育所と幼稚園については戦後一貫した共通認識と棲み分けの流れが
あった。つまり，保育所は「保育に欠けた子ども」を対象とする児童福祉施設であり，幼稚園
は，その後に続く小中学校等の学校教育に連なるための基礎教育を行う学校教育機関という位
置づけということである。しかし，前述した社会的変革の流れの中で両者の垣根は次第に低く
なり，ここ２０年余りは，幼保一体化及び一元化の議論が加速し，昨年度からは両者の役割を統
合した「認定子ども園」が全国に広がりつつある現状である。
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〔視点４：地域社会と連携するという視点での保育所及び幼児教育機関の実際〕
保育所及び幼児教育機関の実際の運営や計画及びその具体化の過程で，どのように地域社会
や家庭との連携を行なっているのか，或いはその教育的効果などについて考察する。このこと
に関しては，先に触れたように，わが国の場合は上意下達傾向が強く，地域や家庭が連携して
保育機関などの支援パートナーとして関わるという気風は弱い。何かの関わりが生じる場合で
も，指示に従う範囲で協力するという受身的態度が多かったのではないか。しかし，フィンラ
ンドの場合は，例えば小学校の運営では教員の採用について，或いは，学校のカリキュラム作
成に関して，学校の教師のみならず保護者や地域の代表，或いは学校の児童の代表も加わった
構成メンバーの中で検討し決定するシステムが社会の中で共通理解されている。このことは，
保育所及び幼児教育機関での実際にも類似していることが予想される。
〔視点５：保育や教育の本質に関わる理念〕
フィンランドなどの北欧諸国は「高福祉高負担」国であり，わが国が目指すのは「中福祉中
負担」国であるという論議がある。しかし，実際には，ここ 20 年余りの規制緩和の大きな流
れの中で，競争原理や市場原理の浸透が顕著である。そのような今日的雰囲気の中で，顧客で
ある保護者の勤務形態の変化や社会的活動や自己実現を容易にするには保育ニーズをどうよう
にすれば応えることができるのか，或いは，「サービス」という表現で括られる保育内容に陥
りつつあるのが実情ではないだろうか。つまり，ここに横たわっているのは，単に建物として
の保育機関や幼児教育機関の妥当性とか，その内容や教職員の妥当性という次元を越えて，一
体保育するということは何に向かっての営みなのかということ，教育するということは誰のた
めのものなのかという根本的な問いを含んでいるという視点である。
Ⅱ 政治的課題としての幼・保一体化の流れ
１．ここ２０年間の一体化の議論と経過
我が国において幼稚園と保育所が設立されてきた歴史的経過は大きな相違がみられる。それ
は設立の趣旨や目的から始まって内容，運営基準，職員の資格，所管庁に至るまで大きく異なっ
ている。保育所については，終戦後の社会的混乱期の中で「保育に欠ける子ども」を救済する
児童福祉に属するのに対して，幼稚園は小学校以降の学校教育の基礎教育としての学校教育活
動に属するということができる。
ところで，存立基盤を大きくことにする幼稚園と保育所に関して一体化を行い，保育・教育
サービスの均等化と効率化をめざしていくという動きは，平成期に入ってから一気に加速して
いくことになる。それは，地域分権や構造改革のスタンスの中で進められてきた側面が強い。
たとえば，この方面で豊富な実績をもつスウェーデンを例にとると，就学前の保育を受けるの
はむしろ幼児の発達を保障する一環であるという理解のもとで幼保一元化が行なわれ，各自治
体は１歳児半以上の希望するすべての幼児に保育を供給しなければならないことになっている。
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これに比べて，我が国の場合，政治的政策的な次元からの議論が多く，文部科学省と厚生労働
省の既得権の争いになっている面が大きいのでないか。以下に，政治的政策的な一連の経過を
まとめる。
表１ 幼・保一体化のここ最近の流れ
年月 キーワード 一体化の概要
１９９６．１２ 施設の共用的な運用 地域実情に応じた幼・保の施設の共用的な運用
（地方分権委員会第一次勧告）
１９９８．３ 施設共用の開始 幼・保の施設の共用化に関する指針の通知と，施設共用
の開始
２００３．４ 構造改革特別区域計画 構造改革特別区域計画の第一回認定で幼・保合築施設で
の幼稚園児・保育所児の合同活動の容認
２００４．１２ 就学前の一貫した総合
施設
就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施
設についての骨子（中央教育審議会検討会議）
２００６．６ 認定こども園 「就学前の子どもに関する教育，保育の総合的な提供の
推進に関する法律」の公布
２０１０．３ 新たな包括的・一元的
なシステム
幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・
一元的なシステムの構築についての検討（子ども・子育
て新システム検討会議）
２．認定こども園と新たな包括的・一元的なシステム
この２０年間，地域分権や構造改革のうねりの中で，政府が取り組んできた幼稚園・保育所の
一体化の推進であったが，実情としては必ずしも期待していたほどの成果となっていない。例
えば，２０１２年度までに全国で２０００件の設立を目ざすとしてきた認定こども園は，制度の開始か
ら数年を経過した２０１０年４月時点で５３２件に止まっている。このような背景にはいろいろな側
面があるが，幼稚園や保育所の現場の声として，「一体化の理念は賛同しても，具体的な部分
での違いが多く，制度が複雑」という意見が多い。このことは，従来の幼稚園と保育所の二つ
の制度を前提としているために，認定等に係わる事務処理や会計処理などが非常に複雑になっ
ていることが大きい。認定こども園に一元化するという本来のねらいとは裏腹に，多様なニー
ズに応えるために第三の施設（認定こども園）を作るような形で，二元体制を残る制度となっ
ている。さらには，自治体側からみると，財政の補償もなく複雑な手続きの問題を残す制度の
ために，普及が進まない面は大きいのではないだろうか。
また，政府が２０１１年１月に公表した認定こども園定着以降の幼・保一体化の青写真によると，
新たに「こども園」という形で一元化を図ること，他方で，「こども園」へ移行後も幼児教育
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だけを提供する幼稚園と，主に０～２歳児向け保育を行う保育所も併存させるとしている。
また，新たな包括的・一元的なシステムについては，少子化社会対策会議が２０１０年６月に
「子ども・子育て新システム基本制度案要綱」（以下，要綱と記す）として公にしている。こ
れは，単に幼保一体化の政策の次元に止まらず，子ども手当の給付象徴されるように，社会全
体で子育てを支援していく上での政策的・制度的・財源的な内容を一元的に取扱っている中軸
的な要綱となっている。その意味では，今後の方向性を占う大きな分水嶺と捉えることができ
る。本要綱で示されている基本方針と新システム像の骨格は以下の通りである。
表２ 新システム基本制度要綱の概要
基本制度の方針 １）子ども・子育てを社会全体で支援
２）利用者（子どもと子育て家庭）本位を基本とし，すべての子ど
も・子育て家庭に必要な良質のサービスを提供
３）地域主権を前提とした住民の多様なニーズに応えるサービスの
実現
４）政府の推進体制の一元化
実現する新システム像 １）政府の推進体制・財源の一元化
２）社会全体（国・地方・事業主・個人）による費用負担
３）基礎自治体（市町村）の重視
４）幼稚園・保育所の一体化
５）多様な保育サービスの提供
６）ワーク・ライフ・バランスの実現
この「子ども・子育て新システム基本制度」の導入を受けて，今後は幼稚園・保育所・認定
こども園の垣根を取り払い（保育に欠ける要件などの撤廃など），新たな指針に基づき，幼稚
教育と保育をともにサービスとして提供する「こども園」（仮称）に一体化されることになる。
しかし，前述したように，「こども園」（仮称）へ移行後も，幼児教育だけを提供する幼稚園と，
主に０～２歳児向け保育を行う保育所も併存することを政府は了承しており，長期間にわたっ
て幼稚園・保育所・こども園の鼎立状況が相当期間続くことが予想される。
ところで，この要綱で示されている理念や考え方には，従来の幼児教育や保育は培ってきた
理念を大きく転換する契機となる内容が含まれている。それは，
①「子どものための多様なサービス提供」という理念と捉え方
②多様な事業者の参入を推進するという理念と捉え方 というに点についてである。
１）子どものための多様なサービス提供
要綱中では，「幼保一体給付（仮称）」は，こども園（仮称）への給付を始め，小規模保育
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サービス，短時間利用者向けサービス，早朝・夜間・休日保育サービス，事業所内保育サー
ビス等の多様なサービスに対する給付とする。」と規定されている。多様化する労働環境や
社会環境に応じて，保育サービスも多様に柔軟に呼応していくことのメリットは確かに否定
することはきでない。これによって保護者の就労が容易になったり，女性の社会進出への動
力になることが期待できる。
しかし，一方において，この規定に示されている理念や考え方には子どもの成長や福祉の
視点を大きく逸脱する危険性も含まれていないだろうか。その第一は，こども園や早朝・夜
間・休日保育や短時間利用者サービスなどの保育サービスが，要綱に掲げられているような
意味で「子どものため」のものになり得るかどうかは甚だ疑問が残るのである。子どもの健
全な成長と生育の環境として，本当に望ましいサービスになり得るかどうかを，一度関係者
は自問自答しなければならなのではないだろうか。そこには，子どもの側の実態とか課題と
か生育上からの必要性に基づいて提出された保育や教育の検討という視点よりも，働く側や
保護者側から見て必要な，或いは望ましいサービスの視点を中心にまとめられているきらい
はないだろうか。この間の一連の構造改革や地域分権の思想の根底には，経済財政的な観点
や政策上の効率化という観点はあっても，人間の成長という論理は弱いのである。仮定上の
話であるが，この要綱に掲げられた保育サービスをすべて受けた子どもは，生活時間の大半
を保育施設で過ごすことになるのだが，それが「子どものため」になる多様なサービスと考
えられるだろうか。そこには，子どものためという名目を掲げながらも，実際には大人側の
ニーズに動かされる子どもの姿を見てるのではないだろうか。
このように，認定こども園にしても，こども園にしても，多様なサービスの提供とか，社
会のニーズに応えることを強調している割には，子どもの健やかな成長の環境としての視点
や，子ども望ましい成育環境の視点が不足していると言わざるを得ないのである。
第二の懸念は，保育活動や教育活動を単に「サービス」という括りでまとめていいのだろ
うかという疑問である。つまり，「保育する」「教育する」に込められた理念や思想と，「サー
ビスする」に含まれている理念や思想は大きく異なっていないかという疑問である。いずれ
にしても，この要綱には最初から最後まで「サービス」という表記が満ちている。
保育に関しては，従来から「福祉」という理念に基づいて営まれてきた。我が国の戦後の
児童福祉に大きな影響を与えた児童福祉法には次のような文言が刻まれている。
――「すべて国民は，児童が心身ともに健やかに生まれ，且つ，育成されるよう努めなけれ
ばならない。」（同法第一条），「すべて児童は，ひとしくその生活を保障され，愛護されなけ
ればならない。」（同法第一条の２，「国及び地方公共団体は，児童の保護者とともに，児童を
心身ともに健やかに育成する責任を負う。」（同法第二条），「前二条に規定するところは，児
童の福祉を保障するための原理であり，この原理は，すべて児童に関する法令の施行にあたっ
て，常に尊重されなければならない」（同法第三条）――
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ここには，児童を心身ともに健やかに育成するという視点や，ひとりのトータルな全人的
な存在として捉えて福祉に携わるという精神が息づいている。子どもの福祉や教育を論ずる
場合，その子どもの全的成長や発達を視野に入れて，あるべき方向性を持ってさまざまな活
動が営まれる。であるから，保育者の視線の先のあるのは，この子どもやこの子ども達のよ
り望ましい全体像ではないだろうか。そして，そのようなトータルな営みとしての保育支援
に対する対価として，保護者や自治体は応分の費用を支払という態度なのだ。
しかしながら，「保育サービス」という括り方をした場合，その理念は相当ぼやけるので
はないだろうか。或いは，ぼやける以上に基本的なスタンスを異にすることになるのではな
いだろうか。子どもの全的成長という視点よりも，個々に提供される保育サービスが強調さ
れる懸念があるということである。つまり，どんなサービスを提供してくれたのかというこ
とに対する対価という考え方につながるのである。保育者や保護者にとって重要なのは，子
どもの望ましい成長というよりは，サービス内容の妥当性なのである。一例であるが，ある
保護者会の中で出たことであるが，保育所や幼稚園を選ぶ基準として，給食が週に何回ある
かどうかが大きいということが話題になっていた。親の手を煩わす弁当作りから解放され，
拘束なれない自分の時間を確保するというこの視点は，どんなサービスを提供してくるのか
に繋がるスタンスを共有していなだろうか。以上のように，この要綱に示された「子どもの
ための多様なサービス提供」という考え方には，これまでの福祉や教育の考え方は，もっと
広く云えば，国の在り方や人々の生き方にまで影響するような思想の転換が潜んでいる。
２）多様な事業者の参入を推進するという考え方
事業者の参入に関して，要綱では以下のように指摘している。
①イコールフッティングによる株式会社・NPO等の多様な主体の参入促進のため・・・（中
略）・・・施設整備費のあり方を見直す。運営費の使途範囲は事業者の自由度を持たせ，
一定の経済的基礎の確保等を条件に他事業等への活用を可能とする。
②こども園（仮称）については，現在の幼稚園，保育所，認定こども園からの円滑な移行に
配慮しつつ，学校法人，社会福祉法人，株式会社，NPO等，多様な事業主体の参入を可
能とする。
ここでまず考えなければならないは，保育や幼児教育は公的福祉か市場化かということで
ある。例えば，全国私立保育連盟は，規制緩和は保育分野には馴染まないことを次のように
主張している。
「市場原理を保育分野に当てはめれば，顧客である親の保育需要を限りなく喚起して行く
ことになり，保育の場が親の満足度を競う場になる。子どもの健やかな育ちにとって良い結
果とはならない。保育の本質は，親の子育てを援助する“福祉的な関わり”にあり，産業化
した託児サービスにそれを求めることはできない。」
９６ 加藤：北海道における幼・保一体化の流れの課題と可能性～地域連携の視点を中心として～
或いは，札幌市内の保育園園長の石井は以下のように指摘している。
「保育所は単なる託児所ではなく，子どもの年齢に応じた育ちを常に考えています。特に
自我が目覚める幼児期は丁寧に向き合うことが必要。現状の職員配置基準では，１・２歳児
６人に対して職員は１名です。これでは足りず，札幌市の補助金で雇用し追加しています。
保育所の運営経費は人件費が７－８割を占めます。企業が運営主体になれば，それを低く抑
えたいと思うでしょう。今以上に正職員が削られ，非正規職員が増えることになります。
（中略）利益追求と保育は相容れない部分が多いと思います。」
ところで，要綱中に示されている「イコールフッティング」という語句は，本来，企業間
の競争条件を平等にすることや，特定の企業だけに認められていた権限を他の業者にも開放
することも意味であり，経済活動に使用される用語である。つまり，この要綱の理念には，
学校法人，社会福祉法人という従来の法人の他に，競争原理に基づいて活動することを主眼
とする一般企業にも参入を促すねらいがある。
ここで問題になるのは，両者は価値の基盤が同じかどうかという根本的な疑問である。企
業が市場原理に基づく経済活動を行なう原理原則と，公共性の非常に高い保育や教育等を通
じて人を健全に成長するという原理原則は明らかに異なるものではないだろうか。「産業化
した託児サービス」や「利益追求を保育の運営に求める」という先の指摘を待つまでもなく，
両者には相容れない部分が多い。しかしながら，小泉政権以降において，すべての領域に聖
域を設けずに規制の撤廃を求め，民間にできることは民間でという市場原理の手法に基づい
て展開していくという態度は非常に顕著になっている。
そのケースとして，保育と同じ福祉領域に属する介護事業での事例を挙げてみたい。介護
事業へ民間企業として参入し，「介護は儲かる」と主張して憚らなかったコムスンの躍進は
一世を風靡した。高齢者等の介護を商業化して経済的成功を収め，福祉と経済的発展という
相反する問題を，介護保険制度と共に解決させたかのように見えたが，一方において大きな
市場原理の影をもたらす結果ともなった。労働者には慈愛的精神を訴え，低賃金重労働を当
たり前にし，経営者は，利益追求するという矛盾を抱えさせる仕組みが構造的に出来上がり，
結局は不正請求や労働者に対する不当な待遇に対する問題が浮き彫りになり，最終的には介
護事業からの撤退を余儀なくされた企業である。おそらく，こども園などの保育・教育事業
に企業が参入する場合，コムスン事件に見られたような懸念は大きく横たわっているのでは
ないだろうか。ジャーナリストの堤未果は，保育界の市場化が我が国以上に進んでいるアメ
リカの状況と，その方向に進みつつある我が国の姿に警鐘を鳴らしているが，このような基
本的スタンスを革新する意味で，北欧やフィンランドの在り方や理念は学ぶべきことが多い。
このことについては後述する。
９７
図１ 過去１０年間の学校廃校数
Ⅲ 幼・保一体化の可能性と地域連携
筆者は，三つの観点から幼・保一体化は促進され
ると見ている。ひとつは，少子化や地方の市町村で
の加速的な過疎化現象は，間違いなく学校間の垣根
や児童福祉も巻き込んだ一体的な関わりに向かわざ
るを得ないという観点である。また，もうひとつは，
小１プロブレムに代表されるように，子どもの育ち
が大きな社会的課題を抱えている現状を打破してい
くためには，その育ちに直接的な責任を持つ学校や
保育所や自治体，何よりも保護者との対応も含めた連携は欠かせないという観点である。そし
て，三つ目には，そのような連携の可能性の中で，市場原理的な手法では立ち行かない人間の
成長の意味の共有化が進むのではないかと捉えている。
先に少子化や地方の市町村での加速的な過疎化について指摘したが，図１は学校の廃校状況
をグラフにしたものである。北海道の２４８校を筆頭に東北各県が上位を占めている。廃校の原
因として圧倒的に高いのは過疎化による一次産業を中心とする衰退と，それに伴う児童・生徒
数の減少である。
ここで予想されるのは，子どもの減少の洗礼をまず最初に受けるのは，小学校就学以前の幼
稚園や保育所だということである。その意味で，地方都市や過疎地域を中心にした幼・保一体
化の取り組みは，過疎化による子ども数の減少への対応策として不可避といえるだろう。
１．保育及び幼児教育政策と裁量権の充実
幼稚・保育一体化や，よりよい保育・教育内容の充実を考察する上でフィンランドなどの北
欧の在り方が参考になるのは，裁量権をより現場に与えるというしくみである。例えば，フィ
ンランドは１９８０年末以降，NPM（ニュー・パブリック・マネージメント）の導入を進めている。
この流れに沿って，１９９１年の学校教育委員会と国家職業教育委員会の国家教育委員会への再編・
統合，さらにはその強力な行政機関から専門機関への転換，１９９２年の教科書検定の廃止，１９９４
年のカリキュラムの大綱化などが相次いで実施されている。これらのうち，カリキュラムの大
綱化は，教育内容に関する国家規制を大幅に緩和し，裁量権を地方自治体や学校など，現場に
より近いところに委譲することを可能にした。それまで大変に中央集権的性格が強かったフィ
ンランドの教育制度にとっては大きな改革と言えるものであった。
我が国の場合も教育・保育内容に関する中央集権的性格が依然として強いが，他方において，
それを打ち破る試み地方圏を中心とする市町村において展開され始めている。一例を挙げれば，
政府主導による幼・保一元化に関する構造改革特別区域の試みである。これは，２００３年４月の
９８ 加藤：北海道における幼・保一体化の流れの課題と可能性～地域連携の視点を中心として～
構造改革特別区域法に基づく規制緩和策の一環であり，幼稚園児・保育所児等の合同活動が特
例措置として初めて容認された。その後，この幼・保一元化に関する構造改革特別区域は規模
も内容も全国に広がりを見せている。例えば，同年の１１月に認定を受けた北海道東川町の取り
組みでは，次のような目標を掲げて計画を推進している。
――幼保の定員の枠内で相互乗り入れ（合同活動事業の実施）することにより，幼稚園教諭と
保育士の併有者を充てて指導体制を整えるとともに，幼保の保育料の整合化事業や幼稚園児に
対する給食提供事業の実施，幼稚園教育要領と保育所保育指針に準じた保育目標や教育課程等
の保育内容の融合化事業，各種行事の合同化事業などの実施により，保育の質の向上や職員相
互の連携・交流を図りながら，幼保が融合する幼保一元化保育体制を構築する。
さらに，一本化した保護者会（名称＝父母と先生の会）の事業の充実と，保護者と園との関
係強化，次代を担う子どもたちの地域社会（地域住民，小・中・高校，児童福祉関係団体など）
との連携を深めて，幼児教育・保育の充実を図る。――
このような幼・保一体化に関する構造改革特別区域での取り組みが，単に両者の相互乗り入
れという次元での連携に止まらずに，地域住民や小学校などの様々な学校，或いは，児童福祉
関係団体との連携を巻き込みながら進められるならば，地域全体の活性化や人間同士の関係性
を再生する契機になりうることが期待できるのである。特別区域という限られた条件下での，
しかも政府主導の試みではあるが，地方自治体に裁量権を委ねた幼・保一体化の取り組みとい
う素地もあり，今後の展開を注目してみたい。
確かに，フィンランドのようなカリキュラムの大綱化や教育内容に関する国家規制を大幅に
緩和し，裁量権を地方自治体や学校に委譲するという段階までには至っていないが，東川町な
どの地道な取り組みと成果がそれを後押しするのは間違いない。
２．保育や教育に関わる人間発達の理解の再構築
往々にして我が国では，教育改革や保育改革が制度論の次元，法整備の次元で語られる。も
ちろん，このような視点も重要なことであるが，これからの幼・保一体化の深化や地域連携の
充実を考えるならば，新たな次元が求められているように思うのである。フィンランドでのフィー
ルドワークで強く印象付けられたのは，「公正と平等」（justfy&farely）を軸に教育・保育政策
が展開されていることである。我が国のそれは，「競争と分化」（勝ち組と負け組の二極化）で
あろう。ここに横たわっているテーマは，制度論とか法整備の次元以前の，価値観とか人間発
達の理解に関するより本質的なことがらではないだろうか。おそらく，このような基本的なス
タンスの違いが，上部構造を大きく規定する。フィンランド教育事情に詳しい庄井良信はその
ことを以下のように指摘している。
――たとえば，ヘルシンキ市内の小中一貫校では，特別に配慮しなければならない子どもがい
９９
る場合には，親や教師が一人で悩むことなく，ともに知恵と力を発揮しながら共同支援できる
しくみも作られていた。…（中略）…そこに学級担任や教科担任の教師も参加して，子どもの
深い理解と，それに基づく発達援助のあり方を，共同で検討し合うカンファレンスが実施され
ていた。このような異なる専門性をもつ発達援助者たちが一同に会し，子どもが抱えている困
難を，相互に理解し合い ― 互いに責め合うのではなく，互いに支え合いながら― 共同的
に援助していくしくみがつくられていた。――
このような指摘の中にも，「公正と平等」（justfy&farely）という精神が息づいているのを感
じるのである。また，これは筆者がフィンランドの福祉施設を訪問したときに，行く先々で耳
にした言葉が「dignity」という表現であった。「dignity」とは人間としての尊厳という意味で
ある。フィンランドやスウェーデンでの福祉や教育は，生まれてから死ぬまで一人ひとりの尊
厳をまず第一に考えられている。たとえ障がいがあっても，保育園に通っていようと，高齢に
なろうとも独居生活であろうと，認知症になっても，末期のターミナルケアを受けていても，
本人が望むことに対して最大限の努力がなされ，個人個人のケアプランが作成されている。そ
のような価値観とか人間発達の理解の素地にあるのが「dignity」というものなのだと理解した。
戦後も６０年以上が経過し，日本国憲法第１３条では「個人の尊重」が謳われ，その憲法の精神
に則り，教育の目的を明示し，理想を実現するため「教育の力にまつべき」と，教育基本法前
文に定められている。「個人の尊厳を重んじ，真理と平和を希求する人間の育成を期するとと
もに，普遍的にしてしかも個性ゆたかな文化の想像をめざす教育を普及徹底しなければならな
い」と続く。しかしながら，個人の尊厳，基本的人権という崇高な理念を掲げてきたにも関わ
らず，このような崇高な理念が，学校教育や家庭，社会生活の中で生活の実感や実態として，
一人ひとりの人間として本当に感じてきたのだろうか，また，その意識を育てるような教育が
徹底して行われてきたのだろうか。殆ど多くの人たちが，“否”と応えるのではないだろうか。
我々が，北海道における幼・保一体化の可能性や地域連携の充実を進めていくとき，法整備
の充実や財政支援の拡充，或いは，地方分権の進展や人的組織の効率化なども重要なことに違
いないが，その素地には市場経済的発想や「競争と分化」（勝ち組と負け組の二極化）で括ら
れる価値観が少なからず残存していた。そのような状況の中で，社会全体が疲弊し，閉塞状態
に陥ってきたというのが偽らざる事実ではないだろうか。
北海道における幼・保一体化の可能性や地域連携の充実を考えていく場合，まずは，子ども
が生きていることへの深い尊敬，望ましい方向へ共同で発達支援を行うという態度，「公正と
平等」（justfy&farely）という精神への共感，そして何よりも強調すべきは，一人ひとりが尊厳
（dignity）ある人として出会っているという事実から出発することではないだろうか。保育
所保育指針の第１章総則では以下のように記されている。「保育所における保育は，ここに入
所する乳幼児の最善の利益を考慮し，その福祉を積極的に増進することに最もふさわしいもの
でなければならない。」この精神が実質化するとき，幼・保一体化の可能性や地域連携の充実
１００ 加藤：北海道における幼・保一体化の流れの課題と可能性～地域連携の視点を中心として～
もまた豊かなものになっていくのはないだろうか。
※本研究は，ポルト研究助成を受けて行ったものである。
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